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 資料１ 



第２部 社会保障４分野の改革 

Ⅱ 医療・介護分野の改革 

１ 改革が求められる背景と社会保障制度改革国民会議の使命 

（１） 改革が求められる背景 

    医療はかつての「病院完結型」から、患者の住み慣れた地域や自宅での生活のための医療、地域全体で治し、支える「地域完結型」の 

  医療、実のところ医療と介護、さらには住まいや自立した生活の支援までもが切れ目なくつながる医療に変わらざるを得ない。ところが、日 

  本は、今や世界一の高齢国家であるにもかかわらず、医療システムはそうした姿に変わっていない。 

（２） 医療問題の日本的特徴 

（３） 改革の方向性 

 ② 機能分化とネットワークの構築 

    そこで、急性期から亜急性期、回復期等まで、患者が状態に見合った病床でその状態にふさわしい医療を受けることができるよう、急性 

  期医療を中心に人的・物的資源を集中投入し、入院期間を減らして早期の家庭復帰・社会復帰を実現するとともに、受け皿となる地域の病 

  床や在宅医療・在宅介護を充実させていく必要がある。この時、機能分化した病床機能にふさわしい設備人員体制を確保することが大切 

  であり、病院のみならず地域の診療所をもネットワークに組み込み、医療資源として有効に活用していくことが必要となる。 

 

２ 医療・介護サービスの提供体制改革 

（１） 病床機能報告制度の導入と地域医療ビジョンの策定 

    医療提供体制改革の実現に向けた第1 弾の取組として、これまで検討が進められてきた医療機能に係る情報の都道府県への報告制度  

  （「病床機能報告制度」）を早急に導入する必要がある。 

    次いで、同制度により把握される地域ごとの医療機能の現状や高齢化の進展を含む地域の将来的な医療ニーズの客観的データに基づ  

      く見通しを踏まえた上で、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能ごとの医療の必要量を示す地域医療ビジョンを都道府県が策 

   定することが求められる。さらには、地域医療ビジョンの実現に向けて医療機能の分化と連携が適切に推進されることが、中期的な医療計 

   画と病床の適切な区分を始めとする実効的な手法によって裏付けられなければならない。その際には、医師・診療科の偏在是正や過剰投 

     資が指摘される高額医療機器の適正配置も視野に入れる必要がある。 

    地域医療ビジョンについては、都道府県において現状分析・検討を行う期間を確保する必要はあるものの、次期医療計画の策定時期で  

   ある2018（平成30）年度を待たず速やかに策定し、直ちに実行に移していくことが望ましい。その具体的な在り方については、国と策定主  

     体である都道府県とが十分協議する必要がある。 

（２） 都道府県の役割強化と国民健康保険の保険者の都道府県移行 

社会保障制度改革国民会議 報告書（抄） 
  （平成２５年８月６日） 
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（３） 医療法人制度・社会福祉法人制度の見直し 

    医療法人等の間の競合を避け、地域における医療・介護サービスのネットワーク化を図るためには、当事者間の競争よりも協調が必要 

    であり、その際、医療法人等が容易に再編・統合できるよう制度の見直しを行うことが重要である。 

        このため、医療法人制度・社会福祉法人制度について、非営利性や公共性の堅持を前提としつつ、機能の分化・連携の推進に資するよ 

     う、例えばホールディングカンパニーの枠組みのような法人間の合併や権利の移転等を速やかに行うことができる道を開くための制度改  

    正を検討する必要がある。 

       複数の医療法人がグループ化すれば、病床や診療科の設定、医療機器の設置、人事、医療事務、仕入れ等を統合して行うことができ、 

   医療資源の適正な配置・効率的な活用を期待することができる。 

（４） 医療と介護の連携と地域包括ケアシステムというネットワークの構築 

（５） 医療・介護サービスの提供体制改革の推進のための財政支援 

    医療・介護サービスの提供体制改革の推進のために必要な財源については、消費税増収分の活用が検討されるべきである。具体的に 

   は、病院・病床機能の分化・連携への支援、急性期医療を中心とする人的・物的資源の集中投入、在宅医療・在宅介護の推進、更には地  

     域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携、生活支援・介護予防の基盤整備、認知症施策、人材確保などに活用していくこと 

     になる。ただし、その活用が提供体制の改革に直接的に結びついてこそ、消費税増収分を国民に還元するという所期の目的は果たされる 

     ことになる。 

   （略） 

    また、今般の国民会議で提案される地域ごとの様々な実情に応じた医療・介護サービスの提供体制を再構築するという改革の趣旨に即  

  するためには、全国一律に設定される診療報酬・介護報酬とは別の財政支援の手法が不可欠であり、診療報酬・介護報酬と適切に組み合  

  わせつつ改革の実現を期していくことが必要と考えられる。医療機能の分化・連携には医療法体系の手直しが必要であり、また、病院の機 

  能転換や病床の統廃合など計画から実行まで一定の期間が必要なものも含まれることから、その場合の手法としては、基金方式も検討に  

  値しよう。 
    この財政支援については、病院等の施設や設備の整備に限らず、地域における医療従事者の確保や病床の機能分化及び連携等に伴  

   う介護サービスの充実なども対象とした柔軟なものとする必要がある。 

（６） 医療の在り方 

    これに併せて、医療職種の職務の見直しを行うとともに、チーム医療の確立を図ることが重要である。医療従事者の確保と有効活用の観  

   点からは、さらに、激務が指摘される医療機関の勤務環境を改善する支援体制を構築する等、医療従事者の定着・離職防止を図ることが必  

   要である。特に、看護職員については、養成拡大や潜在看護職員の活用を図るために、看護大学の定員拡大及び大卒社会人経験者等 

   を対象とした新たな養成制度の創設、看護師資格保持者の登録義務化等を推進していく必要がある。 

      なお、医療職種の職務の見直しは医師不足問題にも資するものがある。医師不足と言われる一方で、この問題は必ずしも医師数の問題  

   だけではなく、医師でなければ担えない業務以外の仕事も医師が担っているために医師不足が深刻化している側面がある。その観点から、  

   医師の業務と看護業務の見直しは、早急に行うべきである。 

（７）改革の推進体制の整備 
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 社会保障制度改革推進法（平成24年法律第64号）第４条の規定に基づく「法制上の措置」に関し、 
① 同法第２条の基本的な考え方にのっとり、かつ、同法第２章に定める基本方針に基づき、 
② 自らの生活を自ら又は家族相互の助け合いによって支える自助・自立を基本とし、これを相互扶助と連帯の精神に基づき助け合う共助に
よって補完し、その上で自助や共助では対応できない困窮等の状況にある者に対しては公助によって生活を保障するという考え方を基本に、 
受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るため講ずべき改革（以下「社会保障制度改革」という。）の推進に関する骨
子について、社会保障制度改革国民会議の審議の結果等を踏まえ、次のとおり定める。 
 政府は、本骨子に基づき、社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」として、社会保障制度改革の全体像及び進め方
を明らかにする法律案を速やかに策定し、次期国会に提出する。 
 
一 講ずべき社会保障制度改革の措置等 
（略） 
２．医療制度 
  高齢化の進展、高度な医療の普及等による医療費の増大が見込まれる中で、国民皆保険制度を維持することを旨として以下のとおり、必 
 要な改革を行う。 
 （１）・（２）  （略） 
 （３） 医療従事者、医療施設等の確保及び有効活用等を図り、効率的で質の高い医療提供体制を構築するとともに、今後の高齢化の進展   
  に対応し、地域包括ケアシステム（医療、介護、住まい、予防、生活支援サービスが身近な地域で包括的に確保される体制）を構築すること  
  を通じ、地域で必要な医療を確保するため、次に掲げる事項その他診療報酬に係る適切な対応の在り方等について検討を加え、その結果 
  に基づいて必要な措置を講ずる。 
  ① 病床の機能分化・連携及び在宅医療・在宅介護を推進するために必要な次に掲げる事項 
   イ 病床機能に関する情報を都道府県に報告する制度の創設 
   ロ 地域医療ビジョンの策定及びこれを実現するために必要な措置（必要な病床の適切な区分の設定、都道府県の役割の強化等） 
   ハ 新たな財政支援の制度の創設 
   ニ 医療法人間の合併、権利の移転に関する制度等の見直し 
  ② 地域における医師、看護職員等の確保及び勤務環境の改善等に係る施策 
  ③ 医療職種の業務範囲及び業務の実施体制の見直し 
 （４） （略） 
 （５） 次期医療計画の策定時期が平成30年度であることを踏まえ、（３）に掲げる必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる。その一 
  環としてこのために必要な法律案を平成26年通常国会に提出することを目指す。 
三 その他 
１．財源の確保 
  一に掲げる措置については、関連する法律の施行により増加する消費税及び地方消費税の収入並びに社会保障給付の重点化・効率化に  
 より必要な財源を確保しつつ行う。 

社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」の骨子について（抄） 
  平成２５年８月２１日 閣議決定 
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医療提供体制の改革に関する意見のポイント（平成23年12月22日社会保障審議会医療部会） 

 

【医師の養成、配置のあり方】 
○総合的な診療を行う医師や専門医の養成のあり方について、国において
検討を行う必要。 

【医師確保対策のあり方】 
○キャリア形成支援等を通じて都道府県が地域の医師確保に取り組むため、
法制化等により都道府県の役割を明確化。 

○都道府県は、医療圏・診療科ごとの医師の需給状況を把握し必要性の高
いところに医師を供給するなど、きめ細かな対応が必要。 

地域の実情に応じた医師等確保対策 

Ⅰ 基本的な考え方 
○現在抱える様々な課題に取り組みつつ、医療を取り巻く環境の変化に対応した、より効率的で質の高い医療提供体制の構築。 
○①医師等の確保・偏在対策、②病院・病床の機能の明確化・強化、③在宅医療・連携の推進、④医療従事者間の役割分担とチーム医療の 
 推進といった視点から、医療提供体制の機能強化に向けた改革に積極的に取り組んでいくべき。 
Ⅱ 個別の論点について 

【病床区分のあり方】 
○一般病床について機能分化を進め、急性期医療への人的資源の集中化を
図るなど、病床の機能分化・強化が必要であり、法制化を含め、こうした
方向性を明らかにして取り組むことが重要。 

○一般病床の機能分化を進め、急性期医療への人的資源の集中化を図るた
めの具体的方策について、検討の場を設け、早急に検討（※）。 

【臨床研究中核病院（仮称）の創設】 
○医薬品、医療機器等の研究開発を推進し、医療の質の向上につなげてい
くための拠点として臨床研究中核病院を法制上位置づけることなどについ
て検討。 

【特定機能病院のあり方】 
○高度な医療の提供を担う特定機能病院としての質を継続的に確保してい
くため、更新制度を導入する等、評価のあり方を検討。 

病院・病床の機能の明確化・強化 

【在宅医療の推進、医療・介護間の連携】 
○在宅医療の推進には、複数の医療機関等の連携システムの構築など、
地域としての供給体制整備が不可欠。そのためには、地域における多
職種での連携、協働を進めることが重要。 

○在宅医療の拠点となる医療機関について、法制上、その趣旨及び役割
を明確化すべき。 

○在宅医療を担う医療機関等の具体的な整備目標や役割分担等を医療計
画に盛り込むことを法制上明確にすべき。 

在宅医療・連携の推進 

【チーム医療の推進】 
○限られたマンパワーで効率的かつ安全で質の高い医療を提供するため
に、チーム医療を推進していくべき。各医療関係職種が担う役割の重要
性を認識し、適切な評価をするべき。 

【看護師、診療放射線技師等の業務範囲】 
○安全性の確保とサービスの質の向上のため、現在看護師が実施してい
る高度かつ専門的な知識・判断が必要とされる行為について、教育・研
修を付加する必要。看護師が安全かつ迅速にサービスを提供するため、
その能力を十分に発揮するためにも、公的に認証することを含め一定以
上の能力を認証する仕組みは重要であり、この認証の仕組みの在り方に
ついては、医療現場の実態を踏まえたものとする必要。 

○診療放射線技師については、安全性を担保した上で、検査関連行為と
核医学検査をその業務範囲に追加することが必要。 

※「一般病床の機能分化」については、「急性期医療に関する作業グループ」で具体的な枠組みがとりまとめられ、平成24年6月の社会保障審議会医療部会で了承。 

医療従事者間の役割分担とチーム医療の推進 
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１ 病床の機能分化・連携の推進（医療法関係） 
 ① 各医療機関が、その有する病床の医療機能（急性期、亜急性期、回復期等）

を都道府県知事に報告する仕組みを創設。 
 ② 都道府県が、医療計画の一部として、地域の医療需要の将来推計や、医療

機関から報告された情報等を活用して、二次医療圏等ごとに各医療機能の必
要量等を含む地域の医療提供体制の将来の目指すべき姿（地域医療ビジョン）
を策定。 

 ※ 上記と併せて、国・都道府県・病院・有床診療所の役割や、国民・患者の責務を規定。 
 

２ 在宅医療の推進（医療法関係） 
   ・   医療計画において、在宅医療についても５疾病５事業と同様、達成すべき目

標や医療連携体制に関する事項の記載を義務づけ。 
 

３ 特定機能病院の承認の更新制の導入（医療法関係） 
 ・ 高度の医療の提供等を担う特定機能病院について、その質を継続的に確保

するため、更新制を導入。 
 
４ 医師確保対策（地域医療支援センター（仮称）の設置）（医療法関係） 
   ・  都道府県に対して、キャリア形成支援と一体となって医師不足医療機関の医

師確保の支援等を行う 地域医療支援センター（仮称）の設置の努力義務規定
を創設。 

 

５  看護職員確保対策（看護師等確保促進法関係） 
 ・ 看護職員の復職を効果的に支援する観点から、看護師免許保持者について、

都道府県ナースセンターへの届出制度を創設。 
 

６ 医療機関における勤務環境の改善（医療法関係） 
 ・ 国における指針の策定など医療機関の勤務環境改善のための自主的なマネ

ジメントシステムを創設するとともに、都道府県ごとに、こうした取組を支援する
医療勤務環境改善支援センター（仮称）の設置等を規定。 

 
 
 

医療法等の一部を改正する法律案（仮称）の概要 
  急速な少子高齢化の進展、人口・世帯構造や疾病構造の変化、医療技術の高度化、国民の医療に対するニーズの変化などの医療を取り巻く環境
の変化に対応するため、「社会保障・税一体改革」（平成24年２月17日閣議決定）に基づく病院・病床機能の分化・強化や、在宅医療の充実、チーム医
療の推進等により、患者それぞれの状態にふさわしい良質かつ適切な医療を効果的かつ効率的に提供する体制を構築する。 

 
７ チーム医療の推進 
   ① 診療の補助のうち高い専門知識と技能等が必要となる行為を明確化するとと

もに、医師又は歯科医師の指示の下、プロトコール（手順書）に基づきその行為
を実施する看護師に対する研修の仕組みを創設。（保健師助産師看護師法関
係） 

 ② 診療放射線技師の業務範囲を拡大（診療放射線技師法関係） 
 ③ 歯科衛生士の業務実施態勢を見直し（歯科衛生士法関係） 
 

８ 医療事故に係る調査の仕組み等の整備（医療法関係） 
 ・ 医療事故の原因究明及び再発防止を図るため、医療機関に対する院内調

査の実施を義務付け、各医療機関から報告のあった調査結果の分析や再発
防止策に係る普及・啓発を行うとともに、遺族又は医療機関の求めに応じ
て医療事故に係る調査を行う第三者機関の設置等を規定。 

 

９ 臨床研究の推進（医療法関係） 
 ・ 日本発の革新的医薬品・医療機器の開発などに必要となる質の高い臨床研究

を推進するため、国際水準の臨床研究や医師主導治験の中心的役割を担う病
院を臨床研究中核病院（仮称）として位置づける。 

 

１０ 外国医師等の臨床修練制度の見直し（外国医師等が行う臨床修練に
係る医師法第十七条等の特例等に関する法律関係） 

・ 臨床修練制度について、手続・要件の簡素化を行うとともに、研修目的
に加えて、教授・臨床研究目的の場合における診療行為を新たに認める。 

 

１１  歯科技工士国家試験の見直し（歯科技工士法関係） 
 ・ 現在都道府県が行っている試験について、国が実施。 
 

１２ 持分なし医療法人への移行の促進（医療法等一部改正法関係） 
 ・ 持分あり医療法人が持分なし医療法人に移行するための移行計画を策定し、

都道府県知事がこれを認定する仕組み等を設ける。 

法案の概要 

※現段階の検討内容であり、社会保障制度改革国民会議の議論等を踏まえ、引き続き検討を行う。 

資料１-２ 
第 ２ ９ 回 社 会 保 障 審 議 会 医 療 部 会 

平 成 2 ５ 年 ６ 月 ２ ０ 日 
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【趣旨】 
○ ２４年６月に「急性期医療に関する作業グループ」でとりまとめられ、社会保障審議会医療部会で了承された「一般病床の機

能分化の推進についての整理」では、一般病床の機能分化の推進に向け、医療機関が担っている医療機能を都道府県に報
告する仕組みを導入することとされた。この報告制度に関し、「報告を求める各医療機能の考え方や具体的な内容については
、医療提供者や利用者の意見も踏まえながら、医療部会の下に設ける検討の場において、別途検討を進める」とされたところ。 

○ これを踏まえ、報告を求める医療機能の考え方や具体的な報告事項等について検討を行うため、本検討会を開催する。 
 

 【本検討会において議論すべき論点】 
１．医療機能の具体的な内容について 
 ・急性期、亜急性期及び回復期それぞれの医療機能において、対象とする主たる患者像や求められる医療の内容は何か。 
 ・各医療機関がどの医療機能を選択して報告すればよいかの判断基準をどのようにすべきか。 
 ・その他報告すべき医療機能として位置づけるべきものがあるか。  （例）地域一般、障害者・特殊疾患 等 
２．医療機能毎の報告事項について 
 ・１．の内容を踏まえ、各都道府県が提供している医療の機能や特性、人的な体制、構造設備などの現状を把握するとともに、 
    患者や住民に提供していく観点から、医療機関に求めるべき報告事項は何か。 
３．病床機能情報の提供について 
 ・患者や住民にわかりやすく提供するという観点から、 
  ①医療機関による提供方法やその内容はどのような形が適当か 。 
  ②都道府県による公表方法やその内容はどのような形が適当か。 
 
  
【構成員】 
  相澤 孝夫  一般社団法人日本病院会副会長 
  安部 好弘  公益社団法人日本薬剤師会常務理事 
 ◎遠藤 久夫  学習院大学経済学部長 
 ○尾形 裕也  東京大学政策ビジョン研究センター特任教授 
  加納 繁照  一般社団法人日本医療法人協会会長代行   
  高智 英太郎 健康保険組合連合会理事 
  齋藤 訓子  公益社団法人日本看護協会常任理事 

病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会 

西澤 寛俊  公益社団法人全日本病院協会会長 
花井 圭子  日本労働組合総連合会総合政策局長 
松田 晋哉  産業医科大学教授 
三上 裕司  公益社団法人日本医師会常任理事 
山口 育子  NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長 
山﨑 理   新潟県福祉保健部副部長 

 ◎は座長、○は座長代理 （五十音順） 

 【開催状況】 
 第１回 24年11月16日（金）、第２回 24年12月13日（木）、第３回 25年1月11日（金）、第４回 25年３月７日（木）、第５回  25年４月25日（木）、 

 第６回 25年５月30日（木）、第７回 25年７月11日（木）、第８回 25年９月４日（水）  6 



○機能分化の支援 
 都道府県が、補助金を活用して、医療関係者によ
る地域における医療機関の機能分化の取組の支
援を行う。 

 ※また、診療報酬の活用についても検討 

○地域医療ビジョンの策定（平成27年度～） 
 ・ 都道府県は、地域の医療需要の将来推計や報告された情報等を活用して、二次医療圏等ごとの各医療機能の 
 将来の必要量を含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進するための 
 地域医療のビジョンを策定し、医療計画に新たに盛り込み、さらなる機能分化を推進。 
 
 
・ 国は、都道府県における地域医療ビジョン策定のためのガイドラインを策定する（平成26年度～）。 

機能分化を推進するための仕組み（案） 

（機能が 
見えにくい） 

医療機能 
を自主的に 

選択 

医
療
機
関 

（A病棟） 
急性期機能 

（C病棟） 
長期療養機能 

（B病棟） 
回復期機能 

○医療機関による報告（平成26年度～） 
医療機関が、その有する病床において担っている医療機能の
現状と今後の方向を選択し、病棟単位で、都道府県に報告す
る制度を設け、医療機関の自主的な取組を進める。 

現状と今後の 
方向を報告 

公表 

・各医療機関からの報告内容について、患者・住民
にわかりやすい形で公表 

都道府県 

経営戦略の指標として活用 
・各医療機関の機能を適切に
理解しつつ利用 

住民・患者 

公表 
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病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方（案） 

 
◎ 各医療機関（有床診療所を含む。）は病棟単位で（※）、以下の医療機能について、「現状」と「今後の方向」を、

都道府県に報告する。 
※ 医療資源の効果的かつ効率的な活用を図る観点から医療機関内でも機能分化を推進するため、「報告は病棟単位を基本とする」とされている

（「一般病床の機能分化の推進についての整理」（平成24年６月急性期医療に関する作業グループ）。 
 

◎ 医療機能の名称及び内容は以下のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
（注） 一般病床及び療養病床について、上記の医療機能及び提供する医療の具体的内容に関する項目を報告することとする。 
 
◎ 病棟が担う機能を上記の中からいずれか１つ選択して、報告することとするが、実際の病棟には、様々な病期

の患者が入院していることから、提供している医療の内容が明らかとなるように具体的な報告事項を検討する。 
 

◎ 医療機能を選択する際の判断基準は、病棟単位の医療の情報が不足している現段階では具体的な数値等を
示すことは困難であるため、報告制度導入当初は、医療機関が、上記の各医療機能の定性的な基準を参考に
医療機能を選択し、都道府県に報告することとする。    

１．医療機関が報告する医療機能 

医療機能の名称 医療機能の内容 
高度急性期機能 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能 

急性期機能 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期機能 ○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。 
○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅

復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）。 

長期療養機能 ○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 
○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者

又は難病患者等を入院させる機能 
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資料 
１ 

第８回病床機能情報の報告・提供 
の具体的なあり方に関する検討会 
平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ４ 日 



 
◎ 医療機関にとって極力追加的な負担が生じないよう留意しつつ、地域のビジョンを策定する上で必要な情報と、

提供する医療の具体的内容を患者・住民・他の医療機関に明らかにする情報を報告事項として求める。   
 
  → 具体的な報告事項については、１．の趣旨を踏まえ、検討。 

２．医療機能と併せて報告を求める事項 

 
◎ 都道府県は患者や住民に対し、医療機関から報告された情報をわかりやすい形で公表する。 
 

 
 → これまでの検討会でのご議論を踏まえ、引き続き、検討。 
 

３．病床機能情報の提供 

資料 
１ 

第８回病床機能情報の報告・提供 
の具体的なあり方に関する検討会 
平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ４ 日 
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できる限り、住み慣れた地域で必要な医療・介護サービスを受けつつ、安心して自分らしい生活を実現できる
社会を目指す。 

○ 国民の希望に応える療養の場の確保は、喫緊の問題。 
○ 「社会保障・税一体改革大綱」に沿って、病院・病床機能の分化・強化と連携、在宅医療の充実、重点化・効率化、

地域包括ケアシステムの構築等を着実に実現していく必要があり、2025年のイメージを見据えつつ、あるべき医療・
介護の実現に向けた策が必要。 

○ 我が国は国民皆保険のもと、女性の平均寿命86歳（世界2位）、男性79歳（同8位）を実現するなど、世界でも類を見ない高
水準の医療・介護制度を確立。 

○  65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。 
○ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく。  
○ 国民の60％以上が自宅での療養を望んでいる。 
○ ケアマネジャーの50％近くが医師との連携が取りづらいと感じているなど医療・介護の連携が十分とはいえない。 

○予算での対応 
 ・平成24年度補正予算や平成25年度予算により、在宅医療・介護を推進 
  ※平成24年度補正予算：在宅医療など都道府県における必要性の高い事業を支援するため、地域医療再生基金に500億円積み増し 
  ※平成25年度予算： 小児の在宅医療の推進のためのモデル事業（1.7億円）、地域で在宅医療を担う多職種を育成するための研修（1.0億円）等 
○制度的対応 
 ・平成25年度からの5カ年の医療計画に、新たに「在宅医療について達成すべき目標、医療連携体制」等を明記 
 ・在宅医療の法的位置づけを含め、医療法改正について検討中 
○診療報酬・介護報酬 
 ・24年度同時改定において、在宅医療・介護を重点的に評価 
○組織 
 ・省内に「在宅医療・介護推進プロジェクトチーム」を設置し、在宅医療・介護を関係部局で一体的に推進 

■施策を総動員し、「在宅医療・介護」を推進 

在宅医療・介護の推進について 
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平成25年度予算９．６億円 （平成24年度予算 ７．３億円） 
                                                      （３０箇所）                 （２０箇所） 

 
 

  ○  都道府県内の医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的に支援すべき医療機関を判断。 
    医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、大学などの関係者と地域医療対策協議会などに 
    おいて調整の上、地域の医師不足病院の医師確保を支援。   
   ○  医師を受入れる医療機関に対し、医師が意欲を持って着任可能な環境作りを指導・支援。また、公的 
    補助金決定にも参画。 

大学 

協力 地域医療体験 
事業への参加 

地域医療機関 

地域医療機関 

地域医療機関と県内中核病院と
の間を循環しながらキャリア形成 

 
地域医療支援センター 

 

最新の医療技術習得の 
ための研修参加 

地域医療機関 

地域医療機関 

地域医療支援センターの役割 

  
 

  
Ø 都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取組むコントロールタワーの確立。 

Ø 地域枠医師や地域医療支援センター自らが確保した医師などを活用しながら、キャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足病院の医師確保を支援。 

Ø 専任の実働部隊として、喫緊の課題である医師の地域偏在解消に取組む。    
         ・人員体制 ： 専任医師２名、専従事務職員３名   ・ 設置場所 ：都道府県庁、○○大学病院、都道府県立病院 等       
  

   

地域医療支援センターの目的と体制 

Ａ県 

Ｂ県 

医師の地域偏在（都市部への医師の集中）の背景 

Ø 高度・専門医療への志向、都市部の病院に戻れなくなるのではないかという将来への不安 等 

地域医療を志向する医師に
係る県域を越えた情報交換
と配置の調整 

地域医療支援センター運営経費 

313 372 437 476 

0

200

400

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 

地域枠の医学部入学定員（※）の推移 

(※) 医学部の定員増として認められた分であり、 
  このほか、既存の定員等を活用し都道府県と 
  大学が独自に設定した地域枠もある。 

Ø  平成２５年度現在、全国３０道府県の地域医療支援センターの運営に対する支援を実施している。 
Ø  平成２３年度以降、２０道府県で合計８０８名の医師を各道府県内の医療機関へあっせん・派遣をするなどの実績を上げている。（平成２５年３月末時点） 
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